
　

こ
こ
数
年
の
わ
が
国
建
設
市
場
の
動

向
を
見
る
と
、建
設
投
資
額
は
一
九
九
二

年
度
の
八
四
兆
円
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾

向
と
な
り
、
二
〇
一
〇
年
度
に
は
四
一 

兆
円
に
ま
で
落
ち
込
ん
だ
。
二
十
年
足

ら
ず
で
半
減
し
た
投
資
額
は
そ
の
後
増

加
に
転
じ
、
昨
年
度
は
五
二
兆
円
ま
で

回
復
し
た
が
、
そ
れ
で
も
ピ
ー
ク
時
と

比
較
し
て
四
割
近
い
減
少
と
な
っ
て
い

る
。
今
後
、
イ
ン
フ
ラ
や
建
物
の
維
持

管
理
、
更
新
投
資
が
増
大
し
、
一
定
の

市
場
規
模
を
確
保
で
き
る
見
通
し
だ
が
、

大
幅
な
成
長
が
期
待
で
き
る
状
況
に
な

い
。

　

一
方
、
世
界
に
目
を
転
じ
る
と
、
現

在
七
〇
億
人
あ
ま
り
の
世
界
総
人
口
は

ア
ジ
ア
、
ア
フ
リ
カ
を
中
心
に
増
加
を

続
け
、
二
〇
五
〇
年
に
九
〇
億
人
、

二
一
〇
〇
年
に
は
一
〇
〇
億
人
を
突
破

す
る
と
見
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
急
速
な

人
口
増
加
に
伴
い
、
新
興
国
を
中
心
に

社
会
基
盤
整
備
の
ニ
ー
ズ
が
顕
在
化
し

て
い
る
。
そ
の
市
場
規
模
は
ア
ジ
ア
に

限
っ
て
も
一
・
七
兆
ド
ル
と
い
う
試
算

が
あ
る
。
わ
が
国
建
設
業
の
未
来
を
占

う
一
つ
の
カ
ギ
が
世
界
市
場
に
あ
る
こ

と
は
間
違
い
な
い
。

　

昨
年
五
月
、
政
府
は
伊
勢
志
摩
サ
ミ

ッ
ト
を
機
に
「
質
の
高
い
イ
ン
フ
ラ
輸

出
拡
大
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」
を
発
表
。

そ
の
な
か
で
世
界
全
体
の
イ
ン
フ
ラ
案

件
向
け
に
五
年
間
で
二
、〇
〇
〇
億
ド

ル
の
資
金
を
供
給
す
る
目
標
を
掲
げ
た
。

海
外
の
イ
ン
フ
ラ
市
場
に
お
け
る
受
注

競
争
は
熾
烈
を
極
め
て
お
り
、
国
を
あ

げ
て
具
体
的
な
成
果
に
結
実
す
る
戦
略

的
施
策
の
根
幹
を
な
す
取
組
み
と
し
て

注
目
を
集
め
て
い
る
。

　

国
土
交
通
省
は
昨
年
三
月
に
「
国
土

交
通
省
イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
海
外
展
開

行
動
計
画
」
を
策
定
（
今
年
三
月
一
部

改
訂
）。
そ
の
な
か
に
は
、
よ
り
効
果
的

な
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
や
官
民
連
携
の
強

化
を
は
じ
め
、
地
域
別
、
国
別
の
主
要

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
概
括
的
に
整
理
、
明

確
化
し
（
行
動
計
画
七
ペ
ー
ジ
以
降
に

掲
載
）、
そ
れ
に
向
け
た
具
体
的
な
施

策
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。
高
度
な
技
術

力
と
施
工
能
力
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
ま
で

含
め
た
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
優

位
性
、
新
興
国
の
発
展
に
寄
与
す
る
技

術
者
や
法
制
度
の
専
門
家
を
は
じ
め
と

す
る
人
材
育
成
な
ど
、
多
岐
に
わ
た
る

文：槌田波留基

カタールのドーハに建設された新ドーハ国際空港（ハマド
国際空港）は、中東地区のハブ空港として重要な役割を担
っている。この建設プロジェクトは、大成・TAV（トルコ）
JVが施工した。（王族専用ターミナルは竹中JVが担当）。

（写真：EQRoy/Shutterstock.com）

現在、日本の建設業の海外展開はアジア諸国の経済成長にともない堅調に推移している。鉄道や空
港、病院、商業施設の建設などでその国の発展を後押しし、受注額もここ数年、大幅な増加傾向にある。
しかし、競合国の台頭もありその世界ランクは相対的に下落していることも事実だ。世界に冠たる日本
ブランドのインフラを世界に。海外における「稼ぐ力」を引き出す官民一体となった施策が加速している。

日
本
の
経
済
成
長
を
占
う

海
外
建
設
市
場

鉄道、港湾、空港、道路、エネルギー、通信、電力、
水の各分野に対するインフラ整備需要を合計。

アジア 1.7兆ドル／年
出典：ADB（2017）

全世界 ２３０兆円／年
出典：OECD（2006, 2011）

鉄道、港湾、空港、道路、石油・ガス輸送、通信、電気、
水の各分野に対するインフラ整備需要を合計。

民活型交通プロジェクトへの投資額（世界銀行）
（兆円）

6.0

5.0

3.0

2.0

1.0

0.0

19
90

20
12

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

4.0

■ 中東・アフリカ
■ ヨーロッパ・中央アジア
■ 中南米
■ アジア

新興国を中心に
旺盛なインフラ整備需要がある。

民間活用型の交通プロジェクトは、
アジア・中南米を中心に、急速に増えている。

世界の建設市場の需要

国土交通省、「建設業の国際展開について」を基に作成

日本の 経済成長を担う
インフラ輸出
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テ
ー
マ
に
基
づ
き
、
日
本
ブ
ラ
ン
ド
の

イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
を
強
力
に
世
界
展

開
す
る
。
そ
の
意
気
込
み
は
、
国
の
イ

ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
輸
出
戦
略
に
示
さ
れ

た
二
〇
二
〇
年
の
目
標
受
注
額
三
〇
兆

円
と
い
う
具
体
的
な
数
字
に
も
現
れ
て

い
る
。

　

建
設
業
の
国
際
展
開
に
向
け
た
施
策

に
つ
い
て
、
そ
の
旗
艦
と
も
言
え
る
国

土
交
通
省
土
地
・
建
設
産
業
局
で
お
話

を
伺
っ
た
。
国
際
課
の
宮
坂
祐
介
課
長

は
、
日
本
企
業
の
海
外
に
お
け
る
総
売

上
げ
は
増
加
し
て
い
る
が
、
他
国
企
業

が
急
増
、
相
対
的
な
地
位
は
下
落
傾
向

に
あ
る
と
し
て
次
の
よ
う
に
話
す
。

「
例
え
ば
、
海
外
売
上
げ
比
率
を
み
る

と
、
上
位
を
占
め
る
ス
ペ
イ
ン
や
ド
イ

ツ
の
建
設
会
社
は
、
八
割
か
ら
九
割
を

海
外
で
売
上
げ
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

日
本
は
ま
だ
多
く
て
も
二
割
程
度
に
留

ま
っ
て
い
ま
す
が
、
各
社
の
海
外
戦
略

で
は
世
界
市
場
の
重
要
性
が
示
さ
れ
て

い
ま
す
。
地
域
に
定
着
し
な
が
ら
収
益

を
確
保
し
、
そ
の
基
盤
を
深
掘
り
し
な

が
ら
、
新
市
場
に
打
っ
て
出
る
。
そ
の

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
十
分
あ
る
と
考
え
て

い
ま
す
」。
い
ま
は
国
内
に
お
い
て
復

興
事
業
や
、
東
京
五
輪
の
需
要
が
見
込

め
る
が
、
将
来
的
に
み
る
と
現
在
と
同

等
の
市
場
を
維
持
で
き
る
と
は
考
え
に

く
い
。
将
来
を
見
据
え
た
戦
略
の
構
築

が
重
要
に
な
る
。

　

世
界
の
建
設
会
社
は
地
域
に
根
ざ
し

た
事
業
展
開
を
念
頭
に
、
ロ
ー
カ
ル
企

業
の
取
り
込
み
を
積
極
的
に
推
進
。
日

本
企
業
も
Ｍ※

１

＆
Ａ
が
活
発
化
し
、
地
域

に
お
け
る
経
営
基
盤
を
強
化
す
る
動
き

が
顕
著
に
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
東

南
ア
ジ
ア
、
北
米
を
基
軸
と
し
て
い
た

海
外
展
開
を
、
既
存
拠
点
を
深
掘
り
し

な
が
ら
、
南
ア
ジ
ア
、
ア
フ
リ
カ
、
中

東
と
い
っ
た
エ
リ
ア
に
拡
大
す
る
兆
し

も
み
え
て
き
た
。
民
間
資
金
、
ノ
ウ
ハ

ウ
を
活
用
し
て
公
共
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

か
ら
運
営
ま
で
請
け
負
う
Ｐ※

２

Ｐ
Ｐ
等
の

新
分
野
へ
の
挑
戦
も
海
外
進
出
を
加
速

さ
せ
る
要
因
に
な
り
え
る
だ
ろ
う
。
海

外
事
業
者
と
連
携
し
た
大
規
模
商
業
施

設
の
開
発
、
運
営
事
業
の
受
注
事
例
も

あ
る
。「
土
木
に
つ
い
て
は
沈
埋
ト
ン

ネ
ル
や
シ
ー
ル
ド
ト
ン
ネ
ル
、
建
築
で

は
空
港
や
病
院
、
あ
る
い
は
防
災
や
環

境
に
関
わ
る
案
件
、
つ
ま
り
日
本
企
業

の
施
工
精
度
、
技
術
力
が
期
待
さ
れ
る

分
野
が
受
注
の
中
心
に
な
っ
て
き
て
い

ま
す
。
今
後
は
Ｐ
Ｐ
Ｐ
、
Ｅ※

３

Ｐ
Ｃ
と
い

っ
た
新
た
な
枠
組
み
で
開
発
事
業
を
取

り
込
ん
で
い
く
こ
と
も
増
え
て
く
る
で

し
ょ
う
。
そ
の
動
き
を
後
押
し
す
る
こ

と
が
国
の
役
割
に
な
り
ま
す
」
と
宮
坂

課
長
は
話
す
。

　

イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
の
海
外
展
開
に

向
け
て
国
土
交
通
省
が
推
進
し
て
い
る

施
策
は
、
大
別
し
て
三
本
の
柱
に
分
け

ら
れ
る
。
一
つ
は
「『
川
上
』
か
ら
の
参

画
・
情
報
発
信
」
だ
。
官
民
一
体
と
な

っ
た
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
、
情
報
発
信
か

ら
具
体
的
な
案
件
形
成
を
積
極
的
に
展

開
す
る
。「
総
理
を
筆
頭
に
、
大
臣
も
相

手
国
に
出
向
き
、
先
方
の
担
当
大
臣
や

閣
僚
と
面
会
し
、
具
体
的
な
イ
ン
フ
ラ

構
想
を
提
案
し
て
い
ま
す
。
わ
が
国
が

有
す
る
高
度
な
技
術
、
信
頼
性
、
豊
富

な
経
験
な
ど
『
質
の
高
い
イ
ン
フ
ラ
』

を
ア
ピ
ー
ル
す
る
こ
と
で
、
日
本
に
任

せ
た
い
と
相
手
国
に
思
っ
て
い
た
だ
く

た
め
の
活
動
で
す
」
と
宮
坂
課
長
は
説

明
す
る
。
工
事
が
発
表
さ
れ
て
か
ら
動

く
の
で
は
遅
い
。
両
国
の
官
民
双
方
の

関
係
を
構
築
し
、
早
い
段
階
か
ら
実
際

の
調
査
に
基
づ
い
て
、
そ
の
国
の
発
展

の
基
盤
と
な
る
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
を
作

成
し
て
、
そ
れ
に
沿
っ
た
具
体
的
な
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
提
案
す
る
。
在
京
大
使

を
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
や
ゼ
ネ
コ
ン
の
技

術
研
究
所
、
新
幹
線
の
試
乗
に
招
く
な

ど
、
国
内
で
も
積
極
的
に
シ
テ
ィ
ツ
ア

ー
を
開
催
し
て
い
る
。

　

そ
し
て
二
つ
目
が
「
ビ
ジ
ネ
ス
リ
ス

ク
軽
減
」
だ
。
企
業
の
事
業
リ
ス
ク
軽

減
の
た
め
に
㈱
海
外
交
通
・
都
市
開
発

事
業
支
援
機
構
（
Ｊ
Ｏ
Ｉ
Ｎ
）
が
設
立

さ
れ
、
民
間
と
の
共
同
出
資
が
始
ま
っ

て
い
る
。
ゼ
ネ
コ
ン
の
な
か
に
も
自
社

の
開
発
事
業
へ
の
出
資
を
求
め
る
企
業

が
出
て
き
て
い
る
。
ま
た
、ビ
ジ
ネ
ス
ト

ラ
ブ
ル
の
解
決
支
援
も
国
の
重
要
な
役

割
だ
と
、
宮
坂
課
長
は
こ
う
話
す
。「
不

幸
に
し
て
契
約
ト
ラ
ブ
ル
に
発
展
し
て

し
ま
う
ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。
契
約
の

新
分
野
で
の

市
場
拡
大
を
目
指
す

宮坂祐介
Yusuke Miyasaka

国土交通省
土地・建設産業局
国際課長

グ
ロ
ー
バ
ル
ス
テ
ー
ジ
の

扉
を
開
く

今後3〜4年間に注視すべき主要プロジェクト

国土交通省、「建設業の国際展開について」を基に作成国土交通省、「建設業の国際展開について」を基に作成

 「
川
上
」か
ら
の
参
画
・
情
報
発
信

01

2016年7月 
シンガポール・ウォン
国家開発大臣との会談

2016年11月 
シティツアー（在京ア
フリカ大使によるICT
建機試乗）

官民一体となったトップセールスの
展開や案件形成等の推進、
情報発信の強化
▶ トップセールス、相手国要人の招聘、セミナ

ーの開催、研修等の戦略的展開
▶ 官民連携による案件形成、海外PPP協議会の

開催等
▶国際機関や在京大使館等と連携した情報発信
▶ インフラメンテナンスの海外展開促進等

国土交通省、「建設業の国際展開について」を基に作成

ビ
ジ
ネ
ス
リ
ス
ク
軽
減

02

2015年5月 
航空インフラ国際展開
協議会

2015年6月 
日越建設次官級会合 
品質管理WG

インフラシステム海外展開・
海外進出を行うわが国企業支援
▶ 企業の事業リスク軽減のための支援
▶ビジネストラブルの解決支援
▶ 中小企業等の有する優れた技術の海外展開 

支援
▶ わが国企業の進出支援のための官民一体とな

った枠組みの構築

海外展開の課題
◦現地ネットワークが不十分
◦進出国における土地・建設業関連制度の不備等
◦契約・リスク管理、支払遅延トラブルへの対応   

が必要

日本の経済成長を担うインフラ輸出特集

海外展開の課題
◦ 川上からの参画のためには、官民一体での取

組みが必要不可欠
◦ アフリカ・中南米等の潜在的経済成長国・地

域への市場拡大が不十分

※1 Mergers and Acquisitionsの略。企業の合併と買収　※2 Public Private Partnershipの略。官民連携事業

国土交通省による
インフラシステム海外展開の推進

国土交通省による
インフラシステム海外展開の推進

※3 設計（Engineering）・調達（Procurement）・建設（Construction）の略

ミャンマー
●ヤンゴン〜マンダレー鉄道整備事業
●ヤンゴン環状鉄道改修事業
●東西経済回廊整備事業
●バゴー橋整備事業
●ティラワ港事業及びティラワ経済特区関連インフラ整備
●ハンタワディー新国際空港建設・運営事業
●貨物鉄道コンテナターミナル整備・運営事業
●ラカイン州への旅客船無償供与
●海洋石油開発物資供給基地整備・運営事業

ベトナム
●南北高速鉄道整備事業
　（ハノイ〜ホーチミン間）
●ハノイ市都市鉄道1・2号線整備事業
●ホーチミン市都市鉄道3A号線整備事業
●南北高速道路（ダナン〜クワンガイ）
　ITSパッケージ事業
●南北高速道路（ベンルック〜ロンタイン）
　ITSパッケージ事業
●ハノイ市エンサ下水道整備事業
●南部ビンズン省BRT運営参画事業
●ホーチミン市地下街開発事業

インドネシア
●ジャカルタ都市高速鉄道（MRT）
　南北線延伸及び東西線開発事業
●ジャワ北幹線鉄道準高速化事業
●バリ海岸保全事業（フェーズ2）
●パティンバン港開発事業

フィリピン
●マニラ首都圏南北通勤鉄道事業
　（マロロス〜ツツバン間）
　及びクラークへの延伸
●マニラ首都圏大量旅客輸送システム拡張事業
●マニラ首都圏地下鉄整備事業
●ミンダナオ島ダバオ市バイパス建設事業
　（南・中央区間）
●メトロマニラ立体交差建設事業（フェーズ4）
●マニラ首都圏主要橋梁耐震補強事業
●ニノイ・アキノ空港拡張・運営事業

バングラデシュ
●ダッカMRT6号線
　整備事業

スリランカ
●バンダラナイケ国際空港拡張事業
●ケラニ河新橋建設事業
●中部高速道路建設整備事業（第3工区）
●コロンボ新総合都市公共交通システム導入計画
●コロンボ南港東コンテナターミナル事業

インド
●ムンバイ〜アーメダバード間高速鉄道計画
●アーメダバードメトロ事業
●ベンガルール周辺環状道路建設事業
●北東州道路網連結性改善事業
●ムンバイ湾横断道路建設計画
●デリー東部環状道路ITS導入事業

モンゴル
●新ウランバートル国際空港
　運営事業

キルギス
●国際幹線道路
　改善計画

トルコ
●チャナッカレ海峡大橋等
　高速道路整備事業

イスラエル
●テルアビブ〜エルサレム
　高速鉄道電車車両納入案件

イギリス
●HS2（High Speed 2）
　高速鉄道計画

ウクライナ
●ボルトニッチ
　下水処理場改修事業

ガーナ
●東部回廊架橋（ボルタ川新橋）事業

ウガンダ
●カンパラ立体交差建設・道路改良事業

モザンビーク
●ナカラ港開発計画

アンゴラ
●ナミベ港改修計画

ラオス
●ワッタイ国際空港ターミナル運営事業

タイ
●バンコク〜チェンマイ高速鉄道計画
●貨物輸送サービス改善事業
●バンコク都市鉄道オレンジライン整備事業

カンボジア
●南部経済回廊・国道5号線改修事業
●チュルイ・チョンパー橋（日本橋）改修事業

マレーシア・
シンガポール
●マレーシア〜
　シンガポール間
　高速鉄道整備

エジプト
●カイロ地下鉄4号線
　整備事業
●ボルグ・エル・アラブ
　国際空港拡張事業

ケニア
●モンバサ港開発計画
●モンバサ港周辺道路開発計画

パラオ
●パラオ国際空港改修・運営事業

パプアニューギニア
●ナザブ空港整備事業

パナマ
●パナマ首都圏都市交通3号線整備計画

アメリカ
●ワシントンDC 〜ボルティモア間の
　超電導リニア計画
●カリフォルニア高速鉄道計画
●テキサス高速鉄道計画

コロンビア
●ボゴタメトロ整備事業

ペルー
●ペルー・リマメトロ３号線整備事業

ロシア
●ハバロフスク国際空港
　整備運営事業

アラブ
首長国連邦
●アブダビメトロ
　整備事業

モロッコ
●海洋漁業調査船事業

ナイジェリア
●ラゴス都市鉄道整備事業

セネガル
●ダカール港第三埠頭改修計画

コートジボワール
●アビジャン港穀物バース建設事業

マダガスカル
●トアマシナ港拡張計画
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中
身
で
相
手
国
政
府
と
日
本
企
業
の
間

で
想
定
に
ズ
レ
が
生
じ
る
と
、
民
間
企

業
と
し
て
は
な
か
な
か
十
分
な
主
張
が

で
き
な
く
な
っ
て
し
ま
う
。
そ
の
際
、

国
交
省
が
外
務
省
、
大
使
館
と
連
携
し

て
相
手
国
政
府
と
意
思
疎
通
を
図
り
な

が
ら
対
応
策
を
探
る
こ
と
で
解
決
に
つ

な
げ
て
い
き
ま
す
」。
相
手
国
政
府
が

外
国
企
業
に
対
す
る
制
限
を
突
然
強
化

す
る
場
合
も
あ
り
、
国
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン

は
情
報
収
集
力
、
外
国
政
府
と
の
コ
ネ

ク
シ
ョ
ン
を
駆
使
し
た
、
言
わ
ば
相
手

国
政
府
と
日
本
企
業
の
橋
渡
し
役
だ
。

　

そ
し
て
、「
ソ
フ
ト
イ
ン
フ
ラ
の
展

開
と
人
材
育
成
」
が
三
本
目
の
柱
。
ポ

イ
ン
ト
に
な
る
の
は
制
度
整
備
支
援
、

相
手
国
の
人
材
育
成
だ
。
日
本
は
建
設

に
関
わ
る
高
度
な
制
度
を
有
し
て
い
る
。

新
興
国
か
ら
は
入
札
契
約
制
度
や
建
設

業
許
可
、
区
画
整
理
や
土
地
収
用
の
仕

組
み
な
ど
日
本
の
法
体
系
に
対
す
る
注

目
度
が
高
ま
っ
て
い
る
。
そ
の
ノ
ウ
ハ

ウ
を
開
示
し
、
相
手
国
の
制
度
確
立
に

寄
与
す
る
。
ベ
ト
ナ
ム
で
は
国
土
交
通

省
の
働
き
か
け
に
よ
り
価
格
の
み
な
ら

ず
品
質
、
技
術
を
評
価
対
象
と
す
る
総

合
評
価
制
度
が
導
入
さ
れ
た
。
そ
の
国

の
建
設
業
に
関
わ
る
ル
ー
ル
が
日
本
を

参
考
に
し
て
整
備
さ
れ
れ
ば
、
予
見
可

能
性
も
高
ま
り
、
日
本
企
業
が
進
出
す

る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
は
高
ま
る
。
そ
う

し
た
秩
序
の
確
立
、
改
革
を
国
が
担
う
。

さ
ら
に
制
度
を
運
用
す
る
の
は
そ
れ
に

長
け
た
「
人
」
で
あ
る
。
研
修
会
や
セ

ミ
ナ
ー
、
専
門
家
の
派
遣
を
通
し
て
、

相
手
国
の
人
材
の
育
成
支
援
に
も
力
を

入
れ
て
い
る
。

　

三
本
の
柱
を
よ
り
強
靭
か
つ
現
実
的

な
施
策
と
す
る
た
め
の
取
組
み
が
始
ま

っ
て
い
る
。
そ
の
一
つ
が
相
手
国
、
企

業
と
連
携
し
て
Ｐ
Ｐ
Ｐ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
創
出
し
よ
う
と
す
る
体
制
の
整
備
、

強
化
だ
。

　

海
外
受
注
高
を
伸
ば
す
た
め
に
は
従

来
の
請
負
型
に
と
ど
ま
ら
ず
、
新
分
野

に
向
け
た
積
極
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
が
必

要
だ
。
特
に
各
国
政
府
は
Ｐ
Ｐ
Ｐ
事
業

に
注
目
し
て
お
り
、
日
本
と
し
て
は
こ

の
分
野
で
の
新
規
参
入
、
事
業
拡
大
が

期
待
で
き
る
。「
Ｐ
Ｐ
Ｐ
事
業
、
都
市
開

発
分
野
を
想
定
し
た
取
組
み
を
始
め
て

い
ま
す
。
日
本
の
建
設
業
界
の
優
位
性

を
Ｐ
Ｒ
し
て
日
本
企
業
へ
の
期
待
感
を

醸
成
し
、
日
本
企
業
に
よ
る
Ｐ
Ｐ
Ｐ
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
組
成
を
両
国
政
府
で
目

指
し
ま
す
」
と
宮
坂
課
長
は
話
す
。
そ

の
た
め
に
も
相
手
国
政
府
と
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
強
固
な
も
の
と
し
、
事
業
参

画
機
会
を
早
期
に
創
出
す
る
こ
と
を
目

的
に
相
手
国
政
府
と
の
緊
密
な
意
見
交

換
を
実
施
し
て
い
る
と
い
う
。

　

も
う
一
つ
、
基
軸
と
な
り
え
る
の
が

拠
点
国
の
政
府
・
企
業
と
連
携
し
た
第

三
国
展
開
支
援
だ
。
日
本
と
の
関
わ
り

が
希
薄
な
新
興
国
に
は
、
そ
も
そ
も
日

本
人
が
少
な
い
。
資
機
材
の
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
も
未
整
備

な
こ
と
が
多
い
。
し
か
し
、
す
で
に
そ

　

日
本
は
こ
れ
ま
で
に
「
質
の
高
い
イ

ン
フ
ラ
投
資
」
へ
の
理
解
を
促
す
た
め

中
央
ア
ジ
ア
、
ア
フ
リ
カ
等
の
一
〇
カ

国
以
上
で
官
民
イ
ン
フ
ラ
会
議
（
セ
ミ

ナ
ー
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
プ
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ

チ
ン
グ
の
機
会
）を
開
催
し
て
き
た
。
昨 

夏
、
ケ
ニ
ア
で
開
催
さ
れ
たT

ICA
D
  

V
I

に
は
日
本
の
イ
ン
フ
ラ
関
連
企
業

七
六
社
が
参
加
し
、
わ
が
国
の
質
の
高

い
イ
ン
フ
ラ
を
ア
フ
リ
カ
諸
国
に
印
象

付
け
た
こ
と
も
記
憶
に
新
し
い
。
昨
年

設
立
さ
れ
た
「
ア
フ
リ
カ
・
イ
ン
フ
ラ

協
議
会
」（
会
長
・
清
水
建
設
㈱
宮
本
洋

一
会
長
）
も
、
わ
が
国
の
「
質
の
高
い

イ
ン
フ
ラ
」
に
つ
い
て
積
極
的
に
情
報

発
信
し
、
相
手
国
の
官
民
と
の
関
係
構

築
を
進
め
て
い
る
。

　
「
質
の
高
い
イ
ン
フ
ラ
」
に
つ
い
て

宮
坂
課
長
は
こ
う
説
明
し
て
く
れ
た
。

「
日
本
の
イ
ン
フ
ラ
が
世
界
市
場
で
単

純
な
価
格
競
争
に
さ
ら
さ
れ
た
場
合
、

厳
し
い
戦
い
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
は

重
々
承
知
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
ラ

イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
側
面
か
ら
見

れ
ば
日
本
企
業
は
優
位
に
立
つ
こ
と
が

で
き
る
。
人
材
育
成
、
高
度
な
技
術
を

伝
承
す
る
こ
と
も
大
き
な
強
み
に
な
り

ま
す
。
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
面
も
含
め
て
総

合
力
で
日
本
提
案
の
魅
力
を
向
上
さ
せ

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
」。
官
民
イ

ン
フ
ラ
会
議
を
は
じ
め
、
積
極
的
な
取

組
み
が
奏
功
し
、
日
本
が
誇
る
「
質
の

高
い
イ
ン
フ
ラ
」
は
徐
々
に
各
国
に
浸

透
し
て
き
つ
つ
あ
る
。
こ
れ
を
加
速
さ

せ
る
の
は
官
民
の
更
な
る
連
携
強
化
だ
。

国
の
施
策
を
う
ま
く
使
っ
て
ほ
し
い
と

宮
坂
課
長
は
次
の
よ
う
に
話
す
。「
現

在
、
ゼ
ネ
コ
ン
各
社
は
具
体
的
な
数
値

目
標
を
設
定
し
て
海
外
市
場
に
挑
ん
で

い
ま
す
。
日
本
の
建
設
業
界
は
海
外
を

収
益
の
柱
の
一
つ
と
し
て
位
置
付
け
る

段
階
に
き
ま
し
た
。
国
も
官
庁
の
垣
根

を
越
え
て
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
イ
ン

フ
ラ
輸
出
を
成
功
に
導
く
キ
ー
イ
ン
ダ

ス
ト
リ
ー
が
建
設
業
。
日
本
連
合
の
主

翼
と
な
る
べ
く
期
待
を
し
て
い
ま
す
」。

総
理
、
大
臣
以
下
政
府
の
ト
ッ
プ
レ
ベ

ル
が
こ
れ
ほ
ど
精
力
的
に
世
界
に
ア
プ

ロ
ー
チ
す
る
状
況
も
過
去
に
な
か
っ
た
。

か
つ
て
な
い
強
力
な
官
民
一
体
ス
キ
ー

ム
を
構
築
、
世
界
の
イ
ン
フ
ラ
市
場
に

勇
躍
す
る
。
建
設
業
界
は
そ
の
重
責
を

担
っ
て
い
る
。

包
括
的
な
提
案
と

他
国
と
の
連
携

競
合
国
と
一
線
を
画
す

日
本
連
合
の
戦
略

拠点国と連携した第三国への展開

国土交通省、「建設業の国際展開について」を基に作成

◦2016年3月、質の高いインフラをフィリピンに呼び込むため、米国商務省と共催で
マニラにおいて日米共同インフラセミナーを開催

◦2016年8月、TICAD VIのサイドイベントである日・アフリカ官民インフラ会議に
おいて、フランス企業も参加してのパネルディスカッションを実施

◦2017年3月、シンガポール建築建設庁と合同で、高度な技術・ノウハウをもつ両国
企業による第三国への展開も視野に入れたセミナーを開催

◦2017年夏頃を目処に、トルコ建設省と合同で、第三国への進出をテーマに「日本・
トルコ建設産業会議」を開催予定

国土交通省、「建設業の国際展開について」を基に作成

ソ
フ
ト
イ
ン
フ
ラ
の
展
開
と
人
材
育
成

国土交通省による
インフラシステム海外展開の推進 03

2014年12月
ISO（国際標準化機構）
/TC269（鉄道分野専
門委員会）第3回総会

2016年9月〜 11月
JICA研修（下水処理施
設・都市排水）コース

国際標準化の推進、
制度整備支援、
相手国人材の育成等
▶ 国際機関・標準化団体へ参画
▶ 相手国の制度整備支援 

セミナー・研修開催、専門家派遣等
▶ 相手国人材の育成支援

海外展開の課題
◦ 進出すべき国の選定に必要な情報が不十分
◦ 海外人材・ノウハウ等が不足

の
国
に
根
を
張
っ
て
ビ
ジ
ネ
ス
を
推
し

進
め
て
い
る
国
や
企
業
は
少
な
く
な
い
。

政
府
は
そ
う
し
た
国
の
政
府
・
企
業
と

連
携
し
た
第
三
国
展
開
支
援
を
促
す
環

境
整
備
を
推
進
す
る
。「
日
本
企
業
が

単
独
で
進
出
し
よ
う
と
し
て
も
限
界
が

あ
る
。
志
を
同
じ
く
す
る
企
業
と
親
密

な
関
係
を
つ
く
り
、
共
同
し
て
取
り
組

ん
で
い
く
こ
と
が
堅
実
な
方
法
だ
と
思

い
ま
す
」
と
宮
坂
課
長
は
第
三
国
展
開

支
援
の
重
要
性
を
語
る
。
ト
ル
コ
、
米

国
等
の
拠
点
国
と
は
す
で
に
政
府
間
会

議
、
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
、
両
国
企
業

の
間
の
交
流
も
進
ん
で
き
て
い
る
。
特

に
、
ト
ル
コ
企
業
は
積
極
的
と
い
う
。

海外建設市場における
エリア・分野・発注者の開拓・拡大

トルコ、シンガポール、フランス、米国等の「拠点国」と連携して、政府間会議、セミナー、ビジネスマッチング等を開催し、
第三国への質の高いインフラ投資促進を図る。施策内容

拠点国

日本
連携

国土交通省、「建設業の国際展開について」を基に作成

分野の拡大 エリアの拡大

発注者の拡大

新分野 新市場

新たな
発注者

ODA
日系企業

拡大 拡大

拡大

請負工事
東南アジア

北米

日本の経済成長を担うインフラ輸出特集

米国フランスシンガポールトルコ
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